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琉球大学遺伝子組換え生物等使用安全管理規則

平成１６年４月１日

制 定

（目的）

第１条 この規則は，遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する

法律（平成１５年法律第９７号。以下「法律」という。），遺伝子組換え生物等の使用等の規

制による生物多様性の確保に関する法律施行規則（平成１５年財務省・文部科学省・厚生労働

省・農林水産省・経済産業省・環境省令第１号。以下「施行規則」という。），研究開発等に

係る遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置等を定める省令（平

成１６年文部科学省・環境省令第１号。以下「二種省令」という。）及び関連した告示（以下

「法律等」という。）に基づき，琉球大学（以下「本学」という。）において遺伝子組換え生

物等の使用等を行う実験（以下「実験」という。）を計画し，実施する際に遵守すべき必要な

事項を定め，もって実験の安全かつ適正な実施を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この規則における用語の定義は，法律等で定めるもののほか，次に掲げるとおりとす

る。

(1) 「部局」とは，各学部（医学部にあっては附属病院を含む。以下同じ。），大学院医学研
究科，熱帯生物圏研究センター，研究基盤センター，戦略的研究プロジェクトセンター及

び地域連携推進機構をいう。

(2) 「部局長」とは，部局の長をいう。
(3)「実験従事者」とは，実験の実施に携わる者をいう。

（総括）

第３条 学長は，本学において行われる実験の計画及び適正な実施並びにその安全確保に関し，

総括する。

（部局長の責務）

第４条 部局長は，法律等及び本規則に定めるところに従い，当該部局における実験の適正な

実施と安全確保に関し必要な措置を講じなければならない。

（安全委員会）

第５条 本学に，琉球大学遺伝子組換え生物等使用実験安全委員会（以下「安全委員会」とい

う。）を置く。

（安全委員会の調査・審議事項及び記録等の保存）

第６条 安全委員会は，学長の諮問に応じて次に掲げる事項について調査・審議し，これらの

事項に関して学長に対し助言又は勧告をするものとする。

(1) 実験に関する規則等の制定改廃

(2) 実験計画の法律等及び本規則に対する適合性



- 2 -

(3) 実験に係る教育訓練及び健康管理

(4) 事故発生の際の必要な処置及び改善策

(5) その他実験の適正な実施と安全確保に関する必要な事項

２ 安全委員会は，必要に応じ実験責任者及び安全主任者に対し報告を求めることができる。

３ 安全委員会は，必要に応じ委員以外の者の出席を求め，意見を聴くことができる。

４ 安全委員会の調査・審議に係る記録等は，調査・審議を行ったときから１０年間保存

するものとする。

（安全委員会の組織）

第７条 安全委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。

(1) 熱帯生物圏研究センターの教員 １人

(2) 第１０条に規定する安全主任者（医学部及び大学院医学研究科を除く。）の中から各１

人

(3) 医学部及び大学院医学研究科の安全主任者 ２人

(4) 安全主任者を置かない部局の教員 各 1人
(5) 医学系の教員 1人
(6) 総合企画戦略部長

(7) 学外の学識経験者 若干人

(8) その他学長が必要と認める者 若干人

２ 前項第１号，第２号，第４号及び第５号に規定する委員は，部局長の推薦に基づき学長が任

命する。

３ 第１項第３号及び第７号に規定する委員は，学長が任命する。

４ 第１項第８号に規定する委員は，安全委員会の推薦に基づき，学長が任命する。

５ 前３項に規定する委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，補欠の委員の任期は，

前任者の残任期間とする。

６ 安全委員会は，委員の過半数の出席がなければ，会議を開くことができない。

（委員長及び副委員長）

第８条 安全委員会に委員長及び副委員長を置く。

２ 委員長は前条１項第２号及び第５号までに規定する委員のうちから，委員の互選により選

出し，副委員長は，前条１項第２号及び第５号までに規定する委員のうちから，委員長が指

名する委員をもって充てる。

３ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。

４ 委員長に事故があるとき又は欠けたときは，委員長があらかじめ指名する副委員長がその職

務を代行する。

５ 委員長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，委員長の任期は連続４年を超えてはな

らない。

（安全委員会の庶務）

第９条 安全委員会の庶務は，総合企画戦略部研究推進課において処理する。

（安全主任者）

第１０条 実験を実施する部局ごとに，部局長の推薦に基づき学長が任命する安全主任者２名
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を置く。ただし，医学部及び大学院医学研究科にあっては，両部局で２名を置くものとする。

２ 安全主任者の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，安全主任者に欠員が生じた場合

の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。

３ 安全主任者は，部局長を補佐し，次に掲げる任務を行うものとする。

(1) 実験が法律等及び本規則に従って適正に実施されていることを確認すること。

(2) 実験責任者に対し，指導助言を行うこと。

(3) その他必要な事項を実施すること。

４ 安全主任者が実験責任者となる場合は，当該実験計画については，同一部局の他の安全主任

者がその任務を行うものとする。ただし，同一部局の他の安全主任者が不在等によりその任務

を行うことができない場合は，他の部局の安全主任者がその任務を行うものとする。

５ 安全主任者は，その任務を果たすに当たり，安全委員会と十分連絡をとり，必要な事項に

ついて安全委員会に報告するものとする。

（実験責任者）

第１１条 実験計画ごとに，実験従事者のうちから実験責任者を定めるものとする。

２ 実験責任者は，本学の教職員又は大学院生とし，実験責任者が大学院生の場合に

は本学の指導教員を実験従事者に加えるものとする。

３ 実験責任者は，実験計画の適正な実施について責任を負い，次の各号に掲げる任務を果た

すものとする。

(1) 実験計画の立案及び実施に際して，法律等及び本規則を充分に遵守し，安全主任者と緊

密な連絡のもとに実験全体の適切な管理・監督に当たること。

(2) 実験従事者に対し，第２４条に規定する教育訓練を行うこと。

(3) その他実験の安全確保に関して必要な事項を行うこと。

４ 実験責任者は，第２３条に規定する遺伝子組換え生物等の使用等の規制に関する説明会（以

下「学内説明会」という。）について，次に掲げる条件のいずれも満たしていなければならな

い。

(1) 実験実施期間の開始日以前１年以内に受講していること。

(2) 実験実施期間の２年度目以降は，当該年度内に１回は受講していること。

５ 前項第１号の規定に関わらず，実験責任者が実験計画の承認を受けている期間内に新たに

実験計画を開始する場合は，開始日の当該年度内に学内説明会を受講すれば可とする。

６ 実験責任者は，学部学生の実験においては，その実施に先立って，当該学生に必要な事項を

教授しなければならない。

（実験従事者）

第１２条 実験従事者は，実験を計画し，及び適正に実施するに当たっては，安全確保につい

て十分自覚し，必要な配慮をするとともに，あらかじめ，微生物に係る標準的な実験方法並び

に実験に特有な操作方法及び関連する実験方法に精通し，習熟していなければならない。

２ 実験従事者は，実験計画の遂行にあたり学内説明会を年度につき１回は受講することとする。

ただし，学部学生においては，この限りではない。

３ 前項の規定に関わらず，本学以外の研究機関等に所属する者が実験従事者となる場合，当該

年度に所属機関において既に遺伝子組換え生物等の使用等に関する教育を受講済みであること

が証明出来るときは，当該実験従事者の学内説明会の受講を免除することができる。
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（遺伝子組換え生物等の第一種使用等の手続き）

第１３条 遺伝子組換え生物等の第一種使用等を実施しようとする実験責任者は，安全主任者の

同意を得た上で，施行規則に定める様式により実験計画を作成し，部局長を経て学長に申請し

なければならない。

２ 学長は，前項の申請があったときは，安全委員会の審査を経て妥当と認められた場合に，

当該研究計画の生物多様性影響評価の実施，第一種使用規程の作成等，法律等に定められた作

業の実施を承認する。

３ 実験責任者は，前項で承認を受けた研究計画につき，法律等で定められた生物多様性影響評

価を行い，申請書及び生物多様性影響評価書を作成し，安全委員会に提出しなければならない。

４ 安全委員会は，提出された申請書及び生物多様性影響評価書の法律等への適合性を審議する。

５ 学長は，安全委員会の助言又は勧告に基づき，当該申請を承認するか否かの決定を行い，承

認した研究計画については，文部科学大臣に申請するものとする。

（大臣確認実験となる遺伝子組換え生物等の第二種使用等の手続き）

第１４条 大臣確認実験となる遺伝子組換え生物等の第二種使用等を実施しようとする場合，及

び文部科学大臣の確認後に実験計画を変更しようとする場合，実験責任者は，安全主任者の同

意を得た上で，二種省令に定める様式及び遺伝子組換え生物等使用実験計画書（別紙様式１）

により申請書を作成し，部局長を経て学長に申請しなければならない。

２ 学長は，前項の申請があったときは，安全委員会の審議を経て，当該申請を承認するか否か

の決定を行い，承認した研究計画について文部科学大臣の確認を求めるものとする。

（機関実験となる遺伝子組換え生物等の第二種使用等の手続き）

第１５条 機関実験となる遺伝子組換え生物等の第二種使用等を実施しようとする場合，実験責

任者は安全主任者の同意を得た上で，遺伝子組換え生物等使用実験計画書（別紙様式１）によ

り，部局長を経て実験計画を学長に申請しなければならない。

２ 学長は，前項の申請があったときは，安全委員会の審議を経て，当該申請を承認するか否か

の決定を行うものとする。

３ 承認された実験計画について，実験期間，実験場所又は実験従事者の変更がある場

合は，遺伝子組換え生物等使用実験変更申請書（別紙様式２）により申請しなければ

ならない。

４ 第２項の規定は，前項の申請があったときについて準用する。

（随時審査）

第１６条 安全委員会は，次に掲げる条件をすべて満たす実験計画について，随時審査を行う

ことができる。

(1) P1Aレベルの拡散防止措置を執る動物作成実験であること。
(2) 他機関において既に作成された遺伝子組換え動物の提供を受けて行う実験であり，提供

元機関の内諾が得られていること。

(3) 遺伝子組換え動物を受け入れることが可能な飼育室及び実験室が確保されていること。

２ 安全委員会は，前条第３項に規定する実験の変更について，随時審査を行うことができ

る。

３ 前２項の規定に定めるもののほか，随時審査に関し必要な事項は，別に定める。
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（実験計画等の審査基準）

第１７条 安全委員会は，法律等に定める拡散防止措置等に関する基準に対する適合性及び実

験従事者の訓練経験の程度等に基づき実験計画等を審査するものとする。

２ 実験計画は，次条第２項による承認を得た施設・設備で行われるものでなけれ

ばならない。

３ 実験計画における実験実施期間は最長で５年を超えないものとする。変更申請による実験実

施期間の延長の場合は，当初の実験開始日より５年を超えないものし，５年を超える場合は新

たな実験として申請しなければならないこととする。

（施設・設備の管理及び保全）

第１８条 部局長は，拡散防止措置等に係る施設・設備を法律等に定める基準に従って設置し，

その管理及び保全に努めなければならない。

２ 部局長は，拡散防止措置等に係る施設・設備を設置した際には，その拡散防止措置の内容に

ついて，安全委員会に申請し承認を得なければならない。また，その内容の変更を行う場合も

同様とする。

３ 前項の申請を行う場合，当該施設・設備の管理責任者又は当該施設・設備を使用するいずれ

かの実験責任者，及び安全主任者による確認を行わなければならない。

４ 安全委員会は第２項の申請に基づき，法律等に定める拡散防止措置等の基準への適合性を審

査し，承認の可否について判定を行う。

５ 学長は，安全委員会の助言又は勧告に基づき，必要がある場合には，拡散防止措置等の内容

について，部局長に対して是正の指示を行うものとする。

６ 当該施設・設備の管理責任者又は実験責任者は，施設・設備について法律等に定める拡散防

止措置等の基準に適合するように維持しなければならない。

（実験施設への立入り）

第１９条 見学等の目的で実験施設へ一時立入ることを実験責任者が認めた者は，実験責任者

の立会の下に実験施設に立入ることができるものとする。

（実験に係る標識）

第２０条 実験責任者は，実験が進行中の場合又は遺伝子組換え生物等を含む試料及び廃棄物

を保管する場合は，法律等で定められたとおりに表示しなければならない。

（実験試料の取扱）

第２１条 実験責任者は，実験従事者に対し，実験開始前及び実験中において常に実験に用い

られる核酸供与体，供与核酸の種類，宿主及びベクターが拡散防止措置等の条件を満たすもの

であることを厳重に確認させなければならない。

２ 実験責任者は，遺伝子組換え生物等を含む試料及び廃棄物の保管及び運搬について，組換

え体を含む材料の保管明細目録及び運搬記録簿に記録し，保管しなければならない。ただし，P
２，P ２ A，P ２ P，又は LS １レベル以下の拡散防止措置を必要とする場合の記録は，実験
記録をもって代えることができる。

３ 遺伝子組換え生物等を譲渡し若しくは提供する場合は，法律等に定める情報及び当該遺伝
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子組換え生物等を適切に取扱うために供給することが望ましいと判断される情報を提供しな

ければならない。また，遺伝子組換え生物等を譲渡された際に提供を受けた情報等について

は，実験が終了又は中止するまで保管しなければならない。

４ 遺伝子組換え生物等を譲渡し若しくは提供する場合は，予め遺伝子組換え生物等の譲渡（提

供）報告書（別紙様式３）により部局長を経て学長に報告しなければならない。

５ 前３項及び４項に規定するもののほか，実験従事者は，実験試料の取扱に当たっては，法

律等に定められた注意事項を遵守しなければならない。

（実験の記録及びその保管）

第２２条 実験責任者は，実験期間中は遺伝子組換え生物等の使用について記録し，実験終了

後５年間保存しなければならない。

（実験の終了又は中止の報告）

第２３条 実験責任者は，実験を終了し，又は中止したときは，速やかに遺伝子組換え生物等

使用実験終了（中止）報告書（別紙様式４）により部局長を経て学長に報告しなければならな

い。

（学内説明会）

第２４条 学内説明会は，次に掲げる事項について行うものとする。

(1) 法令その他本学の関係規則等

(2) 遺伝子組換え生物等使用実験の方法に関する基本的事項

(3) 安全管理に関する事項

(4) 実験計画書，関係必要書類等に関する事項

(5) その他適切な遺伝子組換え生物等使用実験の実施に関する事項

（教育訓練）

第２５条 実験責任者は，実験開始前に実験従事者に対し，法律等及び本規則を熟知させると

ともに，次に掲げる教育訓練を行わなければならない。

(1) 危険度に応じた微生物安全取扱い技術

(2) 拡散防止措置等に関する知識及び技術

(3) 実施しようとする実験の危険度に関する知識

(4) 事故発生の場合の措置に関する知識

２ 安全主任者は，前項の教育訓練の計画及び実施に関し実験責任者に協力するものとする。

（健康管理）

第２６条 部局長は，実験従事者に対し，法律等に基づき必要な健康管理を行うものとする。

２ 実験従事者は，絶えず自己の健康に注意し，次の各号の一に該当する時は，速やかに実験責

任者に報告するものとする。

(1) 遺伝子組換え生物等を誤って飲み込んだとき，又は吸い込んだとき。
(2) 遺伝子組換え生物等により皮膚が汚染され除去できないとき，又は感染をおこす恐れが
あるとき。

(3) 遺伝子組換え生物等により実験室及び実験区域が著しく汚染されたとき。
(4) 健康に変調をきたし，その原因として遺伝子組換え生物等の使用等が疑われるとき。



- 7 -

３ 実験責任者は，前項の報告を受けた場合は，速やかに次に掲げる措置を講ずるととも

に部局長及び安全主任者に報告しなければならない。

(1) 当該事故に居合わせた実験従事者の健康状態の確認及び隔離等の判断
(2) バイオハザード拡大の防止
(3) その他必要な措置

４ 部局長及び安全主任者は，前項の報告を受けた場合は，直ちに次に掲げる措置及び調査を

講じなければならない。

(1) 事故現場の立ち入りについての判断
(2) 当該事故による地域への影響の検討
(3) その他必要な措置

５ 部局長は，第３項及び第４項にて講じられた措置や調査結果について学長に報告しなければ

ならない。

（緊急事態発生時の措置）

第２７条 施設が遺伝子組換え生物等により汚染され，又は施設において火災その他の災害が

発生し若しくは発生する恐れのある事態を発見した者は，直ちに実験責任者に通報しなければ

ならない。また，遺伝子組換え生物等の輸送中の事故等の場合にも同様に通報しなければなら

ない。

２ 実験責任者は，前項の通報を受けたときは，周辺にいる者に異常事態が発生した旨を周知

させ，かつ，その災害を防止するため必要な措置を講ずるとともに，直ちに安全主任者及び部

局長に通報しなければならない。

３ 部局長は，前項の通報を受けたときは，必要な措置を講ずるとともに，直ちに学長に通報

しなければならない。

（雑則）

第２８条 この規則に定めるもののほか，実験の安全確保に関し必要な事項は，安全委員会の

議を経て学長が別に定める。

（改廃）

第２９条 この規則の改廃は，安全委員会の議を経て，学長が行う。

附 則

１ この規則は，平成１６年４月１日から施行する。

２ 琉球大学組換え DNA実験安全管理規則（平成１４年８月１日制定）は廃止する。
３ 廃止前の琉球大学組換え DNA 実験安全管理規則第７条第１項第２号の熱帯生物圏研究セン
ター，第７号及び第８号の委員は，本規則第７条第５項の規定にかかわらず，熱帯生物圏研究

センターの第２号委員は平成１６年４月３０日まで，第７号委員は平成

１８年１月１５日まで，第８号委員は平成１７年３月１５日までとする。

４ 第９条に規定する熱帯生物圏研究センターの安全主任者の任期は第９条第２項の規定にかか

わらず，平成１８年４月３０日までとする。

５ この規則の施行の際現に実験中の実験及び廃止前の規則により承認された実験計画は，この

規則により承認されたものとみなす。
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附 則（平成１８年３月２８日）

この規則は，平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年４月２１日）

この規則は，平成１８年５月１日から施行する。

附 則（平成１８年７月２５日）

この規則は，平成１８年８月１日から施行する。

附 則（平成１９年２月２１日）

この規則は，平成１９年２月２１日から施行する。ただし，第１１条第３項の規定は，平成

１９年４月１日から施行する。

附 則（平成２０年１月２９日）

この規則は，平成２０年３月１日から施行する。

附 則（平成２１年１月２７日）

この規則は，平成２１年４月１日から施行する。

附 則（平成２１年３月３１日）

この規則は，平成２１年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年３月３０日）

この規則は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年３月２９日）

この規則は，平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年７月２６日）

この規則は，平成２４年８月１日から施行する。

附 則（平成２４年１１月２８日）

この規則は，平成２４年１２月１日から施行する。ただし，第７条第１項第３号に規定する委

員として新たに任命される者の任期は，第７条第５項の規定に関わらず平成２６年３月３１日ま

でとする。

附 則（平成２６年１月３０日）

この規則は，平成２６年２月１日から施行する。

附 則（平成２６年３月２７日）

この規則は，平成２６年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年８月２８日）

この規則は，平成２６年８月２８日から施行し，平成２６年７月１日から適用する。

附 則（平成２７年５月２８日）

１．この規則は，平成２７年６月１日から施行する。

２．この規則の施行後，最初に任命される機器分析支援センターの安全主任者の任期は，第７

条第５項の規定にかかわらず，平成２８年３月３１日までとする。

附 則（平成２７年７月３０日）

この規則は，平成２７年８月１日から施行する。

附 則（平成２７年１２月４日）

この規則は，平成２７年１２月４日から施行する。

附 則（平成２８年１月２８日）

１ この規則は，平成２８年２月１日から施行する。

２ 第１０条第１項の規定にかかわらず，戦略的研究プロジェクトセンターにあっては，当分

の間，機器分析支援センターの安全主任者をもってあてる。

附 則（平成２８年５月２６日）

この規則は，平成２８年５月２６日から施行し，平成２８年４月１日から適用する。

附 則（平成２８年１１月１４日）
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この規則は，平成２８年１１月１４日から施行し，平成２８年１０月１日から適用する。

附 則（平成２９年９月１日）

１ この規則は，平成２９年９月１日から施行する。ただし，次項の規定は，平成２８年１０

月１日から適用する。

２ 第１０条第１項の規定にかかわらず，戦略的研究プロジェクトセンターにあっては，当分

の間，研究基盤センターの安全主任者をもって充てる。

附 則（平成３０年３月１日）

１ この規則は，平成３０年３月１日から施行する。

２ 第１０条第１項の規定にかかわらず，地域連携推進機構にあっては，当分の間，熱帯生物

圏研究センターの安全主任者をもって充てる。
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別紙様式１（第１４条第１項及び第１５条第１項関係）

遺伝子組換え生物等使用実験計画書

平成 年 月 日

実験の区分 拡散防止措置

（注１） （注１）

1 .微 生 物 使 用 実 験 ′ Ｐ１ ′ ＬＳＣ

2 .大 量 培 養 実 験 ′ Ｐ２ ′ ＬＳ１

3 .動 物 使 用 実 験 ′ Ｐ３ ′ ＬＳ２

( 1 )動 物 作 成 実 験

( 2 )動 物 接 種 実 験 ′ Ｐ１Ａ ′ Ｐ１Ｐ

4 .植 物 等 使 用 実 験 ′ Ｐ２Ａ ′ Ｐ２Ｐ

( 1 )植 物 作 成 実 験 ′ Ｐ３Ａ ′ Ｐ３Ｐ

( 2 )植 物 接 種 実 験 ′ 特別飼育区画 ′ 特別網室

( 3 )き の こ 作 成 実 験 ′ その他

課 題 名

実験実施期間（注２） 年 月 から 年 月 まで

実 所属部局の所在地 （〒 ）

験

責 所属機関・部局・職

任 氏 名 ,

者 学内説明会受講歴 平成 年 月 日 受講

実 所 在 地 （〒 ）

験

場 名 称

所 承 認 番 号 号（平成 年 月 日承認）

実 氏 名 所 属 部 局 ・ 職 名 宿主及びその取扱い 遺伝子組換え生物等使用実験

験 経験年数（注３） 経 験 年 数 （ 注 ４ ）

従

事

者

（指導教員氏名）

（注５）

安全主任者 安全委員会

確認欄※ が本実験計

画の実施を

適当と認め 委員長の所属部局

る理由 ・職名・氏名
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実験課題名

実験の目的

実験の概要

供与体・ベクター・宿主の組み合わせ

核酸供与体（分 供与核酸（核酸の ベクター (名称 宿主（分類学 保有動植物 拡散防止 備考

類学上の位置， 種類，名称等） 等） 上の位置，実 等 措置の区

実験分類等） (注７) (注８) 験分類等） (注１０) 分

(注６) (注９) (注１１)

遺 核酸供与体の特

伝 性（注１２）

子

組

換 供与核酸並びに

え その産物の特性

生 （注１３）

物

等 ベクター等の特

の 性（注１４）

特

性

宿主等の特性

（注１５）

遺伝子組換え生

物等の特性（宿

主等との相違を

含む）（注１６）
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遺伝子組換え生物

等を保有している動

物，植物又は細胞等

の特性（注１７）

拡 区分および選択の

散 理由（注１８）

防

止

措 施設等の概要

置 （注１９）

遺伝子組換え生物

等を不活化するた

めの措置

（注２０）

※原則として，委員会へ提出前に安全主任者の事前確認を受けること。ただし，提出前に安全主

任者の事前確認が難しい場合は，理由書を付して委員会へ提出することも可とする。
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計画書記入要領

本様式の各項目に記入する。記入できない場合は別紙を添付し，該当項目に別紙番号を記入すること。

注１. 本計画において該当する項目すべてにチェックを入れること。

注２. 予定している実験実施期間（５年を限度とする）を記入すること。

注３. 宿主として使用する微生物，動物，植物等の取扱い経験の有無及び経験年数を記入すること。

注４. 遺伝子組換え生物等使用実験の経験の有無ならびに経験年数を記入すること。

注５. 実験責任者が本学教職員でない場合は，指導教員の氏名・所属機関・職名，および宿主及び
その取扱い経験年数，遺伝子組換え生物等使用実験経験年数を記入すること。

注６. 核酸供与体となる生物の種名又は系統名，実験分類等の特性を記入すること。

注７. 供与核酸について，ゲノム核酸，相補デオキシリボ核酸，合成核酸などの種類，同定済み核
酸の場合は遺伝子の名称等を記入すること。

注８. ベクター等の名称を記入すること。また，ウイルスベクターの場合は実験分類を記入するこ
と。

注９. 宿主の種名，系統名および実験分類を記入すること。また，認定宿主ベクター系を用いる場
合は，その区分を記入すること。

注１０.遺伝子組換え生物等を保有させている動物，植物，細胞等の種名，系統名を記載する。

注１１.組み合わせ毎に拡散防止措置を記入すること。

注１２.核酸供与体に関し，①分類学上の位置及び実験分類，②病原性，有害物質の産生その他の特
性，について記載すること。ただし，薬剤耐性遺伝子その他のマーカー遺伝子及び発現調節遺
伝子（目的遺伝子に係わるものを除く。）である供与核酸が由来する核酸供与体に関しては，記
載を省略することができる。

注１３.供与核酸に関し，①種類（ゲノム核酸，相補的デオキシリボ核酸，合成核酸等）及び一般名
称，②構成要素（目的遺伝子，発現調節遺伝子等）の機能，大きさ及び構成，③塩基配列情報
又は日本ＤＮＡデータバンク等の塩基配列データベースのアクセションナンバー（供与核酸が
同定済み核酸である場合に限る。），について記載すること。ただし，薬剤耐性遺伝子その他の
マーカー遺伝子及び発現調節遺伝子（目的遺伝子に係わるものを除く）である供与核酸に関し
ては，記載を省略することができる。

注１４.ベクターに関し，①名称，由来する生物の分類学上の位置及び実験分類，②構成，③伝達性
及び宿主特異性，④薬剤耐性遺伝子その他のマーカー遺伝子，について記載すること。

注１５.宿主に関し，①分類学上の位置及び実験分類，②自然環境における分布状況及び生息又は生
育が可能な環境，③繁殖又は増殖の様式，④病原性，有害物質の産生性その他の特性，⑤栄養
要求性，薬剤耐性及び至適生育条件，について記載する。

注１６.宿主と比べて当該遺伝子組換え生物等に新たに付与されることが予想される又は付与された
特性を記載すること。このほか，当該使用等をする間に執る拡散防止措置の区分の中に特定飼
育区画又は特定網室がある場合には，①組換え核酸の移入方法及び生育の過程（経代数を含む），
②供与核酸の存在状態及び供与核酸による形質の安定性，③繁殖又は増殖の様式，④生育又は
生存に対し，使用する場所における気象条件によって受ける影響，⑤微生物である遺伝子組換
え生物等の残存性及び当該遺伝子組換え生物等の他の生物への伝搬性，についても併せて記載
する。

注１７.注 15 ①から④までに揚げる項目のうち関係する項目を記載することに加え，当該遺伝子組換
え生物等を保有していない動物，植物又は細胞等と比べて，当該遺伝子組換え生物を保有して
いる動物，植物又は細胞等に新たに付与されることが予想される又は付与された形質について
記載すること。

注１８.当該遺伝子組換え生物等の使用をする間に執る拡散防止措置の区分をすべて記載し，
選択した理由をそれぞれ具体的に記載すること。

注１９.選択した拡散防止措置に関し，①主要な施設，設備及び機器の位置及び名称，②培養設備等
の総容量（大量培養実験の場合に限る。），③施設等の確認状況，④実験室，実験区画，実験区
域，飼育区画又は網室内において当該遺伝子組換え生物等使用に関係しない動物が飼育され，
又は植物が栽培されている場合には，当該動物の飼育又は植物の栽培状況，⑤使用する場所の
周辺における組換え植物等と交雑する植物の存在の有無及び当該交雑を防止する措置(拡散防止
措置の区分を特定網室の場合に限る），について記載すること
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注２０.当該遺伝子組換え生物等を使用する間に執る拡散防止措置に関し，当該遺伝子組換え生物等
を含む廃棄物並びに当該遺伝子組換え生物等が付着した機器及び器具についての遺伝子組換え
生物等を不活化するための措置並びにその有効性を記載すること。
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別紙様式２（第１５条第３項関係）
承 認 番 号

遺伝子組換え生物等使用実験（実施期間・実験場所・実験従事者）変更申請書

変 更 申 請 年 月

月

実
所属部局 ・ 職

験

責 氏名・連絡先

任

者 電 話 番 号 e -ma i l

課 題 名

変 更 箇 所

変 更 理 由

変 更 前 変 更 後

実 験 実 施 平 成 年 月 日 か ら 平 成 年 月 日 か ら

期 間 平 成 年 月 日 ま で 平 成 年 月 日 ま で

実 験 場 所

(名称・承認番号)

実験 従事者

（注）承認通知に附されている文書番号ではなく，承認された計画書の右上に附されている承認番号を記入して

下さい。また，この文書番号は遺伝子組換え生物等使用実験の変更が承認された場合も継続して使用されます。

※ 遺伝子組換え生物等使用実験（実施期間・実験場所・実験従事者）変更申請書を提出する際に，変更元とな

る承認済みの計画書から変更箇所の分かる部分を一緒に添付して下さい。

安 全 委 員 会 の 本 年 月 日 委 員 会 開 催

実 験 計 画 の 変 更

に 対 す る 意 見

安 全 委 員 会 委 員 長 の

部 局 ・ 職 ・ 氏 名 ,
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別紙様式３（第２１条第４項関係）

遺伝子組換え生物等の譲渡（提供）報告書

琉球大学長 殿

平成 年 月 日

申請者 所属・職名：

氏名： 印

琉球大学遺伝子組換え生物等使用安全管理規則第２１条第４項に基づき，下記のとおり報告しま

す。

記

譲渡（提供）先の所属・氏名・連絡先，および情報提供・運搬方法

所属機関・部局・職名

氏名･連絡先
（電話番号）

（E-mail）
譲渡（提供）する遺伝子組換え生 ′文書 ′包装への表示 ′容器への表示

物等についての情報提供方法 ′ FAX ′電子メール

運搬方法（注）

(注) 遺伝子組換え生物等の運搬に当たって執るべき拡散防止措置および運搬を担当する業者等について記載する。

譲渡（提供）する遺伝子組換え生物等についての記載

(1)遺伝子組換え生物の種類と名称

(2)宿主－ベクター系（遺伝子組換

え生物等を接種した動植物につい

ては，その旨も記載）

(3)供与核酸

(4)導入された形質

(5)実験手続きの区分 ′ 機関承認実験に該当

′ 大臣確認実験に該当

(6)拡散防止措置

(7)譲渡（提供）予定年月日

(8)その他（譲渡（提供）予定の遺
伝子組換え生物についての特記事
項等）
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別紙様式４（第２３条関係）

承 認 番 号

遺 伝 子 組 換 え 生 物 等 使 用 実 験 終 了 （ 中 止 ） 報 告 書

琉球大学長 殿

平成 年 月 日

実験責任者 所属・職名

氏名 ,

琉球大学遺伝子組換え生物等使用安全管理規則第２３条の規定に基づき，下記のとおり報告します。

記

課 題 名

実 験 の 場 所 の 名 称 ・ 〒

所在地

連 絡 先

（ 電 話 番 号 ）

実 験 の 開 始 及 び 終 了 日 平 成 年 月 日 ～ 平 成 年 月 日

実 験 に よ っ て 管 理 の 対 象

実 得 ら れ た 遺 伝 と な る 遺 伝

験 子 組 換 え 生 物 子 組 換 え 生 物

の 等 の 管 理 に 関 等の 概 要

終 す る 措 置

了 処 分 方 法 処 分 移 管 保 管

（ 他 の 実 験 に 活 用 そ の 他 ( ）

中 所 属 部 局

止 移 の 所 在 地 （ 郵 便 番 号 ）

） 管

に 先 所 属 機 関

伴 の ・ 部 局 ・

う 責 職

措 任 氏 名

置 者

他 の 実 験 に

活 用 す る 場

合 の 実 験 計

画 の 概 要

実 験 責 任 者 の

健 康 状 態 等
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遺伝子組換え生物等使用実験計画申請書

平成 年 月 日

琉球大学長 殿

部局長 印

下記の遺伝子組換え生物等使用実験を申請します。

記

No . 遺 伝 子 組 換 え 生 物 等 使 用 実 験 実 験 責 任 者 の 所 属 ・ 職 ・ 氏 名

課 題 名


